
人口構造の変化に関する特別部会における  

『議論の整理』の『関係資料』  

①将来推計人口の関連資料  

②希望を反映した人口資産関連資料  

③その他特別部会提出資料等  

④結婚・出生行動に影響を及ぼしていると   

考えられる要素の整理   



①将来推計人口の関連資料等   



将来推計人口（H18．12）のモデルにおいて推定されるコーホート別の指標（女性）  

※ 下線部は人口動態統計の初婚率より算出された実績値。   



将来推計人口（H18．12）の未婚率（女性）の見通し［概数］  

未婚率（中位推計）  

45～49歳   8％   23％［＋15］   24％［＋16］   

50歳台   6％   20％［＋14］   24％［＋18］   

60歳台   4％   13％［＋9］   24％［＋20］   

70歳台   4％   6％［＋2］   23％［＋19］   

80歳台   3％   5％［＋2］   17％［＋14］   

（J  

注：50歳以上で卿粗い数値である。  
※［］内は、2005年からの変化。   
将来推計人口のモデルは、人口動態統計の初婚率より算出された未婚率を基に算出している。   



将来推計人口（H18．12）の出生児数ゼロの女性の割合の見通し［概数］  

出生児数ゼロの女性の割合（中位推計）  

50歳台   10％   33％［＋23］   37％［＋27］   

60歳台   8％   24％［＋16］   37％［＋29］   

70歳台   8％   13％［＋5］   36％［＋28］   

80歳台   8％   9％［＋1］   30％［＋22］   

A  

注：出生児数ゼロの女性には未婚者を含む。  
※［］内は、2005年からの変化。   
将来推計人口のモデルは、人口動態統計より算出された数値を基に算出している。   



②希望を反映した人口試算関連資料  
Cn   



結婚、子供数について将来人口  推計の見通しと国民の希望  

将来人口推計の見通し   
＜1990年生まれの女性＞  

未婚者の希望  
＜2005年に18～34歳の未婚女性＞  

既婚者の希望  
＜2005年に50歳未満の妻  

lO結婚経験者   76．5％  ○いずれ結婚するつもり90．0％   

（→生涯未婚率10％未満）  

（注）「一生結婚するつもりはない」は5．6％、  

「不詳」は4．3％  

○現存子供数別の追加予   

定子供数  

（現存子供数）  （追加予定子供数）   

無子【12％】 1．32人  

1子【22％】  0．64人   

2子【46％】  0．08人   

3子【18％】  0．02人   

4子以上【2％】0．04人   

※［］内は構成割合である。  

（→生涯未婚率 23．5％）  

○結婚経験者の子供数  ○結婚意欲のある未婚者の   

希望子供数  

無子  5．3％  

1子  7．3％  

2子  61．3％  

3子以上  23．9％  

（注）「いずれ結婚するつもり」と答えた未婚者の希望。   

「不詳」は2．2％  
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無子  18．2％  

1子  23．7％  

2子  43．3％  

3子以上  14．8％  
l  

l  

l※ 将来推計人口（平成18年12月）の中位の  
仮定  

（資料）第13回出生動向基本調査（独身者調査）  
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→夫婦の最終的な子供数の平均 ≡  →結婚意欲  る秦婚蕎の平均希  →夫婦の予定子供数は2 童l  

以上（2．10人）  
l■■tt■t一書t■■■■■●■Ttt■■■■■■itt■■■■■●■■曽■●■■l  

（夫婦完結出生児数）は1．70人  人以上（2．11人）  
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希望を反映した人口試算（H19．1）において想定される   

「生涯未婚率」、「夫婦完結出生児数」について  

生涯未婚率、夫婦完結出生児数の希望との帝離がそれぞ  

れ同程度解消される場合  

「‾‾‾‾‾‾  ■－－－－■‾■‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 
l   

仮定人口試算の出生率の仮定   

■   ■  

u ‡ケ‾スⅠ               2040年までに結婚、出生に関する希望が実現す‡   るケース                    l   
1   ■   

：ケースⅡ  
2040年までに結婚、出生に関する希望との帝離王  
が3分の2程度解消するケース  

■  ■   

≡ケースⅢ  
2040年までに結婚、出生に関する希望との帝離王  
が2分の1程度解消するケース  

王ケースⅣ  
2040年までに結婚、出生に関する希望との帝離≡  
が3分の1程度解消するケース  l  

L＿＿＿＿－＿          ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿l   

1990年生（これから出生年齢とな  

仮定人口試算  る世代）において想定される水準  

生涯未婚率  夫婦完結出生児窯   

ケースⅠ  （1．75）   10％程度   2．0人程度   

ケースⅡ  （1．6）   13％程度   1．9人程度   

ケースⅢ  （1．5）   16％程度   1．85人程度   

ケースⅣ  （1．4）   20％程度   1．8人程度   

夫婦完結出生児数の希望との帝離のみ解消される場合  生涯未婚率の希望との帝離のみ解消される場合  

1990年生（これから出生年齢とな  

仮定人口試算  る世代）において想定される水準  

生涯未婚率  夫婦完結出生児   

ケースⅢ  （1．5）   2．0人程度   
23．5％  

ケースⅣ  （1．4）  1．9人程度   

1990年生（これから出生年齢とな  

仮定人口試算  る世代）において想定される水準  

生涯未婚率  夫婦完結出生児架   

ケースⅢ  （1．5）   10％程度   

1．70人   
ケースⅣ  （1．4）   15％程度   

1．70人  23．5％   新人口推計（中位）  （1．25）  1．70人  23．5％  新人口推計（中位）  （1．25）  

※ケースⅠ、ケースⅡについては、生涯未婚率、夫婦完結出生児数の希望との帝離を片方だけ解消したのでは達成することができない。   



③その他特別部会提出資料等   
0⊃  



労働市場への参加が進むケースにおける労働力率の変化  

女 性  男 性  

100％  100％  

19 24 29 34 39 44 49 54 59 64 69 74  

（資料）雇用政策研究会「人口減少下における雇用・労働政策の課題」（2005年7月）   



これまでの女性の労働力率の変化（全体と配偶関係別）  

女性全体  未婚女性と有配偶女性  

100％  

15－1920－2425－2930－3435－3940－4445－4950－5455－5960＿64 65＿ （歳）   15－1920－2425－2930－3435－3940－4445－4950－5455＿64 65＿（歳）  

（資料）総務省「労働力調査」   



これまでの女性の労働力率の変化（全体と配偶関係別）  

25～39歳  
100％  

1995年  2005年  

（資料）総務省「労働力調査」   

1985年  



女性の未婚率と労働力率の関係   
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（資料）2005年は総務省「労働力調査」、2030年は雇用政策研究会の推計（2005・7）  

〔※認諾警詔票袈裟黙諾認諾詣％程度 〕  未婚率の低下  した女性の年齢階級別  

20～24歳   25～29歳   30～亭4歳   35～39歳   40～44歳   

未婚率の低下   89％→76％   58％→30％   30％→15％   17％→11％   11％→10％  



未婚率が低下  した場合の女性の労働力率の変化－2  

女性全体  配偶関係別（女性）  
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（資料）2005年は総務省「労働力調査」  

15－19 20－24 25－29 30－34 35＿39 40＿44 45叫9 50＿54（歳）  

〔※∠認諾莞苧詔漂宝浣諾品禁慧禁聖篭諾琵警琵憲％程度 〕  
前提とした女性の年齢階級別未婚率の低下  

20～24歳   25～29歳   30～34歳   35～39歳   40～44歳   

未婚率の低下   89％→76％   58％一→30％   30％→15％   17％→11％   11％→10％  

ユ匂  



女子の労働力率の推移（配偶関係別に見た内訳）  
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第1子出産前後の女性の就業状況の変化  

出産1年前  

出産半年後  

有職 32．2％  

（資料）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査結果」（平成14年）   



子どもの出生年別、第1子出産前後の妻の就業経歴  

100％  

ロその他・不詳   

口妊娠前から無職  

□出産退職   

□就業継続（育休なし）  

因就業継続（育休利用）  

1985－89  1990－94  1995－99  2000tO4  

子どもの出生年  

（資料）国立社会保障■人口問題研究所「第13回出生動向基本調査（夫婦調査）」   



女性の希望する就業形態（子どもが生まれる前～子どもが中学校に入学して以降）  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％  

子どもが生まれるまでの間  

子どもが1歳になるまでの間  

子どもが3歳になるまでの間  

子どもが小学校に入学するまでの間  

子どもが小学生の間  

子どもが中学校に入学して以降  

ロ常勤 ロバートアルバイト ロ育児休業 口非就業 □不詳  

※ 今後子どもが欲しいと考えている女性に子どもの年齢による就業形態を調査  

（資料）厚生労働省「社会保障を支える世代に関する実態調査（平成16年）」より   

・一ヽ  




